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日本調査株式会社の株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 当社は、2022年３月 23日開催の取締役会において、日本調査株式会社（以下「日本調査」といい

ます。）の発行済株式の全てを取得し、当社の連結子会社とすることについて決議いたしましたので、

下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式の取得の理由 

当社グループは、建材・住宅設備機器の卸売を主たる事業として、建材事業・加工事業・環境

アメニティ事業・エンジニアリング事業・その他の５事業を展開しており、建材・住宅設備機器

の卸売において西日本地区では売上高１位（当社調べ）の規模まで拡大しております。今後の成

長戦略としましては、住宅需要の変化に影響を受けにくい企業体質の確立に向けて建材事業・加

工事業以外の非住建分野の事業ポートフォリオの拡大等を掲げております。 

今般、株式を取得する日本調査は、東京都板橋区に本社を置き、東北地方から九州地方までの

各地において、主として土木構造物の診断・調査を行なっております。 

今後、当社グループといたしましては、日本調査を子会社化することで、エンジニアリング事

業の事業拡大を図るとともに、グループシナジーの一層の追求を図り、持続的成長の実現に取り

組んでまいります。 

 

２．日本調査の概要 

（１） 名 称 日本調査株式会社 

（２） 所 在 地 東京都板橋区板橋１丁目 48番 17号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 窪田 智光 

（４） 事 業 内 容 建設コンサルタント業 

（５） 資 本 金 10百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1991年２月１日 

（７） 大株主及び持株比率 窪田 智光（100％） 
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（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係・人的関係・取

引関係はありません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会

社の関係者との間には、記載すべき資本関係・人的関係はありま

せん。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

 決算期 2019年 10月期 2020年 10月期 2021年 10月期 

 純 資 産 472百万円 672百万円 896百万円 

 総 資 産 1,038百万円 1,351百万円 1,577百万円 

 売 上 高 1,658百万円 1,856百万円 1,831百万円 

 営 業 利 益 236百万円 323百万円 340百万円 

 経 常 利 益 233百万円 324百万円 350百万円 

 当 期 純 利 益 162百万円 199百万円 224百万円 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 窪田 智光（100％） 

（２） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該株主との間には、記載すべき資本関係・人的関係・

取引関係はありません。また、当社の関係者及び関係会社と当

該個人との間には、記載すべき取引関係はありません。 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

0株（議決権の数：0個） 

（所有割合：0％） 

（議決権所有割合：0％） 

（２） 取 得 株 式 数 

200株（議決権の数：200個） 

    （発行済株式数に対する割合：100％） 

（議決権所有割合：100％） 

（３） 取 得 価 額 

日本調査の普通株式       2,069百万円 

アドバイザリー費用等（概算額）   94百万円 

合計（概算額）         2,163百万円 

（４） 異動後の所有株式数 

200株（議決権の数：200個） 

    （発行済株式数に対する割合：100％） 

（議決権所有割合：100％） 

 

５．日 程 

（１） 
取 締 役 会 決 議 日 

株式譲渡契約締結日 
2022年３月 23日 

（２） 株 式 譲 渡 実 行 日 2022年７月７日（予定） 
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６．今後の見通し 

本件株式取得が 2022年３月期の連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以上 
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